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1は じめ に
企業 活動 と資本 市場 の グローバ ル化 は,ド イ ツにお ける企 業会計制度 の変革 を引起 こす契機
とな った。 と りわ け,1993年 にお けるダイム ラー ・ベ ンツ社 のニ ュー ヨーク証券 取引所 への上
場,フ ランク フル ト有価証 券取 引所 内 に新 しい取引部 門 として 「新市場 」(NeuerMarkt)一
ここで は,上 場 に際 して,「 国際会計基準 」(IAS)や 「米 国の会計 原則」(US-GAAP)に した
が って作成 された決算書 を使用 す るこ とがで きる一が創設 され,1997年3月 よ り営業 を開始 し
た こと,そ して このよ うな事態 の進 展 を背景 と して,1998年 の4月 と5月 には ドイ ツにお ける
企業会 計制度 の在 り方 を大 き く変 える ことにな る 「資本調 達容易化 法」(KapAEG)お よび 「企
業領域 におけ る統制 お よび透明性 に関す る法律 」(KonTraG)と い う二 つの法律 が施 行 された
(1)
ことは,注 目すべ き点 とい える。
さ らに注 目すべ きは,こ う した会計制度 の改革 と平行 して,歴 史 的 と もいわれて いる企 業課
税 に関す る改 革が進行 して いた とい う ことであ る。2000年 税 制改革 がそれで あ る。
1998年12月16日 に,時 の大蔵 大 臣 オ ス カー ・ラ フォ ンテ ーヌ(OskarLafontaine)に よっ
て,「 企 業 課 税 の 改 革 に 関 す る委 員 会」(KommissionzurReformderUnternehmensbe-
steuerung)が 設置 された。 この委 員会 は企 業課 税改 革 に関 す る概 念 を構 築 し,そ れ を基 に した
大幅 な企業減税 を内容 とす る提 言 をま とめ,こ れを1999年4月30日 に大 蔵大 臣 ハ ンス ・アイ
ヒェル(HansEichel)に 提出 した。 この提言 は 「企業 課税 の改革 に関す るブ リュー ラー勧 告」
(2)
(BrUhlerEmpfehlungenzurReformderUnternehmensbesteuerung)と呼 ばれ,そ の後 の企




derFinanzen.な お,こ れ は 次 の ウ ェ ッ ブ ・サ イ トか ら ダ ウ ン ・ロ ー ドす る こ とが で き る。http://
www.bundesfinanzministerium.de/infos/steuerindex.htm(09.02.00)
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業減税 に関する税法改正の基礎 とされた。 この勧告を基礎 として提案 された一連 の税法改正案
が2000年7月14日 に連邦参議院において決定されたのである。21世 紀の ドイツ経済の発展に大
きな影響を及ぼす ことが期待 されている税制改革の第一歩が踏 み出 されたのである。
本稿 はこうした ドイツにおける税制改革の内容 と同時にまた,そ こにみ られる租税現象の特
徴 を明らかにしょうとするものである。
II2000年 税制改革に至るまでの経過と改革内容の概要
1.2000年 税制 改革 に至 る までの経過
2000年2月9日 に,ド イツ連邦 内閣 は「減 税法草案」(EntwurfdesSteuersenkungsgesetzes)
を決定 した。 その要点 に関 して,連 邦大 蔵大 臣 ハ ンス ・アイ ヒィエル はつ ぎの5つ の 目標 を
(3}
あ げてい る。
・国家 財政 の再 建
・ドイ ツ経済 の競争力 の強化
・成長 と雇用 の持続 的な促進
・租税 システム にお ける 「税 の公平性 」(Steuergerechtigkeit),「 透明性」(Transparenz)お
よび 「計画 の確実性 」(Plannungssicherheit)の 増大
・被 用者,家 族 お よび企業 にた いす る明確 に してかつ確実 な財政 の裏 付 けのあ る減税
こ うした 目標 を達成 す るために,「 税 率 の引下 げお よび企業課税 の改革 に関す る法律 の草 案」
(EntwurfeinesGesetzeszurSenkungderSteuersatzeundzurReformderUnterneh-
mensbesteuerung)す なわち 「減税 法草 案」が決定 された のであ る。 そ して この法案 は,連 邦各
州 の代表 との利 害調整 を経 て,2000年7月14日 に,連 邦 参議 院 にお いて決定 され る こととな っ
た。 これ によ り,1998年 度 と比較 して,被 用者 には550億 マル クの,そ して中産階級 には250億
マル クの減税 が それ ぞれ もた らされ る といわれ てい る。 とりわ け,資 本 会社 にた い して は,国
際的 に競 争 しうる税率 まで,税 率 を大幅 に引下 げる ことが予定 され てお り,同 時 に,企 業 税法
の いっそ うの単 純化が はか られて いる。 この ことに よ り,ド イ ツ国 内への投資 が促進 され新 し
い雇用 の機会 が創出 され る ことが期待 され ているのであ る。「ドイ ツは再 び一部 リー グでプ レイ
す る ことにな る。2006年 の ドイ ツで の世 界選手権 まで に,わ れわれ は2001年,2003年 お よび2005
年 においてす べての人 々 にたい してさ らな る大幅減税 を実施 す るだ けで な く,新 た な負債 を必
(4)
要 としな い国家 財政 を も実現 す る ことにな ろ う。」 といわ れてい るので ある。
(3)Pressemitteilungen,BundesministeriumderFinanzen-PresseundInformation一,09。
Februar2000,F.35(D.09).な お,こ れ は つ ぎ の ウ エ ッ ブ ・サ イ トか ら ダ ウ ン ・ロ ー ド し た も の
.を 基 礎 と し て い る 。http//www.bundesfinanzministerium.de/infos/steuer-p.htm
(4)Pressemitteilungen,BundesministeriumderFinanzen,14.Juli2000,F.156(D.64).な
お,こ れ は つ ぎ の ウ エ ッ ブ ・サ イ ト か ら ダ ウ ン ・ ロ ー ド し た も の を 基 礎 と し て い る 。http//
www.bundesfinanzministerium.de/
(119)ド イツにおける2000年 税制改革の特徴 ・119
当然 の こ となが ら,こ こに至 るまで には,政 治状況 の変化 もあ って,さ まざ まな議論が重 ね
(5
られ て きた。 その経過 を概観 してみ よう。
・1994年11月:
税 問題 の専 門家 であ るペ ーター ・バ ライス(PeterBareis)を 座長 とす る委員会 が税 の抜本
的な単純化 をはか るた めの提 案 をお こな う。
・1995年1月:
グ ン ナ ー ・ウ ル ダ ル(GunnarUldal1)(キリス ト教 民 主 同 盟)の 「段 階 税 率 提 案」
(Stufentarifvorschlag)が 注 目され る。この提 案 によれば,12,000マ ル クまでの所 得 は免税
とされ,こ れ を超 え る所 得 について は,固 定 され た所 得限度額 によって,8%,18%そ し
て最高税率 として28%の 税率 が適 用 され る。納税者 にた いす る正 味 の減税 額 として,450億
マル クが予定 され た。 これ にたい して,す べ ての租税 優遇措 置 は廃止 され るべ きもの とさ
れた。
・1996年4月:
自由民主党 の会派代表 ヘル マ ン・オ ッ トー ・ゾル ムス(HermannOttoSolms)が税 率 を15
%,25%お よび35%と す る修正 した 案 を提 出 す る。正 味 の減 税額 は;300億 マル ク とされ
た。
・1996年7月:
大蔵 大臣 テオ ・ヴ ァイゲル(TheoWeigel)の 監督 の下,租 税 改革委 員会が その作 業 を開
始 す る。
・1997年1月 ・:
当委 員会 はその草 案 一"ペ ー ター スベル ク提案"(PetersbergerVorschlage)一を提 出す
る。 ここで は直 線的 な累進税率 が主張 され る。最低税 率が25.9%か ら15%へ 引下 げ られ,
最高税 率 は53%か ら35%へ 引下 げ られ るべ き もの とされ る。正 味の減税額:200な い し240
億 マル ク。減税 のた めの財源 は,付 加価値税 の引上 げ,優 遇措 置の廃止 お よび年金 お よび
賃金 の課 税 に よって賄 われ るべ きもの とされ る。
・1997年7月:
コール(Kohl)政 権 の改 革パ ッケー ジの連 邦参 議院 での否 決 一両 院協 議 会 が その作 業 を
開始 す る。
・1997年8月:
大蔵大 臣 ワイゲル が ミニ ・モデル(Mini-Modell)を 提案 す る。 これ に よれ ば,所 得税の
最高税 率 は49%に 引下 げ られ る。 しか し,被 課税 限度 額 も引下 げ られ るので,こ の最高税
率 には,よ り少 ない所得 で も到達 して しまうこ とにな る。 そ こで低所得者 層 にたい しては,




第2回 の両 院協 議手続 きは失敗 に終 る。
・1997年10月:
ドイ ツ社会 民主党 の統 治す る諸 州 によ る連邦 参議院 での拒否 に よって,税 制 改革 案が最終
的 に否決 され る。
・1998年:
連邦 議会選挙 戦:キ リス ト教 民主 同盟 ・キリス ト教 社会同盟 共同会派 はペ ータースベ ル ク
提案 を固持 し,自 由民主党 は段 階税率 による大幅減税 を支持 す る。 ドイ ツ社 会民主党 は家
族 の減税 と単一の企 業課税 を主張 す る。最高税率 は53%か ら49%に 引下 げ られ るべ きの も
とされ る。 緑の人々(党)は 所 得税率 全体 を18.5%と45%と の間 の率 にす る ことによ る明
確 な減税 を支持す る。
・1999年3月:
"税 負担軽 減法1999/2000/2002"(Steuerentlastungsgesetz1999/2000/2002)が,連邦
大蔵 大 臣 オス カー ・ラフ ォンテーヌの下で決定 され,1月1日 に さか のぼ って施行 され
る。 家族 の負担 は軽 減 され,と りわ け企業の租税優 遇措置 は廃止 され る。 キ リス ト教 民主
同盟 ・キ リス ト教社会 同盟共 同会派 の副代表 フ リー トリッヒ ・メルツ(FriedrichMerz)
が,そ の 「財政的食 欲 さ」(fiskalischeGier)と 「杜撰 な」(rambohafte)財 源 の確保 につ い
て批 判 を加 える。
・1999年4月:
大蔵 省 に よって設置 され た企 業課税 改革 に関 す る委員会 が,"ブ リュー ラー勧告"(BrUler
Empfehlungen)を 提 出 す る。配 当金の課税 に「二分 の一所得 法」(HalbeinkUnfteverfahren)
を導入 す る こと,お よび人 的会社 に 「法人税 の選択権 」(K6rperschaftsteueroption)を 認
め る ことが提案 され る。
・1999年12月:
"租 税調整 法"(Steuerbereinigungsgesetz)が 両院で の調i整 の後 に決定 され る。両院協 議会
は 「資本 生命保 険」(Kapitallebensversicherung)の課税 案 を転 覆 させ る。
・2000年1月:
キ リス ト教民 主同盟 お よび キ リス ト教社会 同盟 は,共 通 の改革概 念で一致 す る。それは500
億マ ル クの純減税 を2段 階で お こな うとい う もの であ る。最高 税率 は35%に 引下 げ られ,
最低税 率 は18%に 引下 げ られ るべ き もの とされ る。
・2000年2月:
赤 ・緑連立 内閣 は,1999年12月 に提 出 された"2000年 税制 改革"(Steuerreform2000)を決
定 す る。 これ は"ド イ ツの 歴史 上 最 大 の税制 改革"(gr6BteSteuerreforminderGes一
(121)ド イツにおける2000年 税制改革の特徴121
chichteDeutschland)と いわ れてい る(連 邦大蔵 大臣 ハ ンス ・アイ ヒェル)。
・2000年6月:
2000年 税 制改革 に関す る法律 案が連邦 参議院 で賛成 が得 られ ず,両 院協議会 へ 回 され る。
キ リス ト教 民主 同盟 ・キ リス ト教社 会同盟共 同会派 は まず高 す ぎる所得税 率 に異議 を申し
立 て,そ の後,配 当金 の課税 方法 の変更 に異議 を申 し立 てる。
・2000年7月4日:両 院協議 が不調 に終 わ る。
この よ うな状 況 を打 開す るため に,こ の間,連 邦 大蔵大 臣 ハ ンス ・アイ ヒェルが 中産 階級
(6}
お よび中小企業 者 に税制 改革 の内容 についての情報 を積極 的 に提供 す る一方,連 邦5州(ブ レ
ー メ ン,ベ ル リン,ブ ランデ ンブル ク,マ イ ンツお よびメク レンブル ク ・フ ォア ポンメル ン)
との協 議 を重 ねた。 こうした努力 の結果,2000年7月14日(金 曜 日)に,連 邦参 議院 にお いて,




これ に先立 ち,連 邦 内閣(Bundeskabinett)は,上 で みた ご とく,2000年2月9日 に 「税 率の
引下 げお よび企 業 課税 の 改革 に 関 す る法律 案 」(EntwurfeinesGesetzeszurSenkungder
SteuersatzeundzurReformderUnterne員mensbesteuerung),いわ ゆ る 「減 税 法 案」
(EntwurfdesSteuersenkungsgesetz)を決定 した。これ には,つ ぎの ような重要 な規定 の改正
(8}
が含 まれて いた。
・2001年 か ら,法 人税 が25%に 引下 げ られ る。
・法人 の 「全額 合算法」(Vollanrechnungsverfahren)が「二分 の一所 得 法」(HalbeinkUnf-
teverfahren)に 取替 え られ る。
・個人 企業 は,法 人 と同様 に課税 され る可能 性(オ プ シ ョン)を 得 る。
・このオ プシ ョンの可能性 を利用 しな い個人 企業 にあ っては,営 業税被 課税額 の2倍 の高さ
で,「 営 業 税 の一 律 合 算 も し くは税 額 控 除」(pauschalierteAnrechnungderGewerbe-
steuer)に よって,所 得税 が軽減 され る。
・1999/2000/2002年 税 負担軽減 法の2002年 段階 が2001年1月1日 へ と1年 前 に移 され る。
・2003年1月1日 に,「 最低税率 」(Eingangssteuersatz)は17%に,そして最高税 率 は47%に
引下 げ られ る。
・2005年1月1日 に,最 低税 率 は15%に,そ して最 高税率 は45%に 引下 げ られ る。








年1月1日 には15,000ド イツ ・マル クへ と段 階的に引上げられる。
・「財源の確保」(Finanzierung)に 関 しては,と くに,減 価償却の可能性の一部にっき,こ れ
を制限 もしくは廃止する。
こうした内容 の租税改革法案が,一 部修正のうえ,2000年7月14日 に連邦参議院 において決
定されたのである。 この修正でとくに重要なのは,2005年 に,所 得税の最高税率が42%に,そ
して最低税率が15%に それぞれ引下げられることと,基 礎控除額が15,000マ ルクに引上げられ
るという点である。 これにより,法 人税率の一律25%へ の引下げ とともに,税 負担の国際的な
比較においてこれまで トップ ・クラスにあった ドイツの順位が大幅に改善 されることになると
(9)
いわれてい る。
さらに,今 回の税制改革の特徴の一つとして,こ れまで複雑かつ悪用される可能性が大 とさ
れていた,税 額 の全額合算法が廃止され,そ れに代えて,よ り単純かつ国際的にも一とくに欧
州内部で も一通用しうる二分の一所得法が導入されることをあげることができる。




ある企業が100マ ルクの配当金 を分配するもの とする。
この企業はその うち30マ ルクを法人税(分 配利益 にたいする法人税率30%)と して支払い,
残 りの70マ ルクを株主に振替 える。
株主は,配 当金の全額である100マ ルクにういて,株 主個人に適用される税率(例 えば,45
%)で 所得税(こ の場合,45マ ルク)を納付す る。ただ しこの ときに,す でに支払われてい
る法人税30マ ルクが株主に還付される。したがって,株主の手に残 る利益は55マ ルクという
ことになる。これが税額の合算法 もしくは控除法を適用 した場合の利益の大 きさである。
二分の一所得法(新):
この企業 は25マ ルクの法人税(法 人税率がL律25%に 引下 げられ る)を 支払い,そ して税
引後の配当金(Bardividende)75マ ルクを株主 に分配する。この株主は,受 取 った純所得収
入の二分の一すなわち37.50マ ルクについて,株 主個人に適用される税率45%に よって,所
得税16.88マ ルクを納付する。 この場合には,58.12マ ルクが株主の手元に残 ることになる。
したが って,こ の新 しい方法は,株 主にとって,単 純かつ有利なもの となる。
さ ら に,2001年1月1日 か ら は,企 業 の 留 保 利 益(そ れ ま で は45%)と 分 配 利 益(同 じ く30
%)が 「確 定 的 か つ 統 一 的 に 」(definitivundeinheitlich)25%とい う 単 一 の 法 人 税 率 で 課 税 さ





れ ることになることの意味は大 きい。 これにより,分 配利益 と比べて,留 保利益の税負担が大
幅に軽減されることにな り,企 業の内部金融の改善がはかられ,企 業における投資の促進 と新
m
たなる労働場所の創出が期待されている。なお,営 業税の負担 と「連帯賦課金」(Solidaritatszu・
schlag)を 合算すると,資本会社の税負担 は38.6%と なり,これまでの56.2%と 比較 して大幅に
U7)
軽減 されることになる。
今回の税制改革によって,ド イツにおける全企業数のほぼ80%を 占めている,個 人企業 にも
こうした改革からの恩恵が受けられるように,法 人 と同様の課税 を受けることができる選択権
が与 えられることになる。 この選択権 を行使することによって,「役員の俸給」(GeschaftsfUh-
rergehalt)を 「事業経費」(Betreibsausgabe)と して控除することができるようになる。 またこ
うした選択権 を行使 しない企業についても,こ れ まで通 り,営 業税を事業経費 として控除する





が促進 され,国 内外の投資家にたいして魅力的な条件が創出 され,そ して労働市場 に持続的に
プラスの影響が及ぼされることが期待 されているのである。 とりわけ,所 得税の 「最初に適用
され る最低税率」(Eingangssteuersatz)が15%に 引下げられ,基 礎控除額が15,000マ ルクまで引
oむ
上げられることは,労 働市場的にもまた社会政策的にも,重 要な意味をもつ といわれている。
ここに今回の税制改革のねらいと同時に特徴 をみることができる。
III2000年 税 制 改 革 が(旧 東 ドイ ツ に属 して い た)新 しい州 に お け る経 済,
財 政 お よび 家 計 に及 ぼ す影 響
今回の税制改革によってもた らされる減税の総額はほぼ625億 マルクともいわれている。これ
を有効適切 な成長政策 と結び付けることによって,ド イツ諸州および市町村の財政を改革 し,
企業の投資活動を活発化させ,消 費需要の拡大 をはかり,ド イツ(と りわけ旧東 ドイツ)の 経
U5⑯
済力を強化することが目標 されている。以下の第1表 では,2000年 税制改革が国家財政 に及ぼ
す影響が数量化されている。
(11Pressemittteilungen,F.35(D.09)C.3.
(12)DerSpiegel,Nr.29/17.7.2000,S.30.こ で の 図 表 に よ れ ば,日 本 は59.7%と 最 も 高 く,
つ い で,イ タ リ ア58.3%,フ ラ ン ス56.3%,(改正 前 の)ド イ ツ56.2%,米 国46.5%,ス ペ イ ン44.f
%,オ ー ス ト リ ア43.0%,ベ ル ギ ー40.2%,ス イ ス39.E%,ポ ル トガ ル39.6%,(2001年 か ら の)









財 政 年 度
措 置 成立年度
2001年 2002年 2003年 2004年
全 体 一62,465 一45,390 一19,210 一29,340 一25,050
連 邦 一28,826 一21,729 一10,398 一15,020 一12,882
全体の措置 諸 州 一24,841 一19,200 一8,698 一12,528 一10,497
地方自治体 一8,798 一4,461 一114 一1,792 一1,671
全 体 一10,575 一16,995 一20,465 一15,495 一11,84f
連 邦 一5,291 一8,879 一10,966 一8,73E 一6,886
企業課税の
改革
諸 州 一3,881 一7,710 一9,206 一6,939 一5,166
地方自治体 一1,403 一40E 一293 十180 十212
全 体 一51,890 一28β95 十1,255 一13,845 一13,21(
連 邦 一23,535 一12,850 十568 一6,284 一5,996所得税率の
改正 諸 州 一20,960 一11,490 十508 一5,589 一5,33]
地方自治体 一7,395 一4,055 十179 一1,972 一1,883
さて,す でにふれたように,ド イツにおける2000年 税制改革は,一 方において,内 国および
外国の投資家に とって ドイツという国が税務上魅力的な国 となるための条件を整備 し,そ れを
挺 にして ドイツ経済の国際的な競争力を高めることをねらいとしている。同時にまた,他 方に
おいて,国 民 とりわけ中 ・低所得者層ならびに家族にたいして明確な減税 を実行することが目
標 とされている。そしてその ことは国民の購買力の増強 と総合経済的需要の拡大につなが るも
の と考 えられているのである。 ドイツ全体 にとって,持 続的なより高い成長過程への方向転換
αη
が目標 とされているのである。








措 置 成立年度 内 訳
世 帯 中産階級 大企業
全体の措置 一62 .5 一32 .6 一23 .1 一6。8
企業課税の改革 一10 .6 1.1 一8 .6 一3.1
所得税率の改正 一51 .9 一33 .8 一14 .5 一3.6
この表 を読む際には,つ ぎのような旧東 ドイツ経済の特殊性に配慮 しなければならない。大
企業一とくに資本会社一の数が旧西 ドイツの諸州におけるそれと比較 して著 しく少 ない新 しい
連邦諸州においても,今 回の税制改革による減税の恩恵が十分に受けられるよう配慮されてい
るのである。 このことは減税総額625億 マルクのうち,世 帯(個 人)に たいする部分が326億 マ
ルク,そ して個人企業者や人的会社の経営者を含む中産階級 にたいする部分が231億 マルクと予
定されていることか らも明らか となる。さらに,所 得税の最高税率が段階的に引下 げられ2005
年には42%と なるとしても,こ れ らの企業経営者が,資 本会社 と同様に,'25%の 法人税率 を選
択適用することが認 められることの意義は大 きい。 これによって新 しい連邦諸州の税務上の立
地条件が改善され,さ らに例 えば,低 い賃金水準,社 会基盤の整備お よび地域振興策の強化と
いった税務外の条件 とともに,将 来的には,旧 東 ドイツ地域により多 くの資本会社 とくに大企
業が進出し,中 ・長期的に,釣 り合いの とれた経済構造が構築 され,さ らには輸出競争力の強
化が期待 されているのである。同時にまた,今 回の税制改革のいわば目玉 とされている,留 保




に実施 されてきた,「投資助成金」(Investitionszulage)が 今後 も継続されることが予定されてお





ここで は,2000年 税制 改革 にお ける と くに重要 とお もわ れ る個別問題 を取上 げ,考 察 す るこ
とにす る。
1.資 本会社 にた いす る資本参 加か らの配 当金 お よび その売却収益 に関す る免税 措置




入 された法人税法第8b条 は,外 国の会社にたいする資本参加から得た所得収入ならびにその




た。すなわち,法 人税法草案第8b条 は資本会社 にたいする内国および外国での配当金の支払
いに関する一般的な資本参加収益の免税を規定 しているのである。同 じことは,ド イツの資本
会社の他の資本会社 にたいする資本参加の売却か らの利益にたいしても適用されるべきものと
されている(同条第2項)。 これにより,こ れまでの法人税法第8b条 第3項 において規定され
ていた保有期間(7年)も 無効 となる。さらに,将 来 は 「持分の交換」(Anteilstausch)が 一般
⑳
的 とな り,そ れが国境 を越 えてお こなわれ る場 合 も,免 税 とな るはずで あ る。 こ うした免税措
置 に よって伝統 的な資本参 加構成 が解体 され,そ してそれ によって,経 済 の活性化 が はか られ
㈱
る もの と期 待 されて い るので ある。
2.器 官会社 関係(Organschaft)に 関 する新規 定
第2次 大 戦後 の ドイ ツにお いて は,1977年 の法人税改 革 によって新 たに設 け られた法人税 法
第14条 にお いて,器 官会社 関係 が認 め られ る場 合 の前提 条件が規 定 され た。 ここで規 定 されて
い る条 件 とは,株 式法第291条 第1項 にい う 「利 益移転 契約」(GewinnabfUhrungsvertrag)の
締 結 と 「器 官 の担い手」(Organtrager)た る企業(親 企業)へ の 「財務的,経 済的 お よび組織 的
統 合」(finanzielle,wirtschaftlicheundorganisatorischeEingliederung)とい うもので あ っ
た。財 務的統合 が認 め られ るのは 「器官 会社」(Organgesellschaft)(子 企 業)の 議 決権 の過 半
数 が器 官の担 い手た る企業 に帰属 してい る場合で あ り,組 織 的統 合 が認 め られ るの は両企 業間
に株式 法第291条 に叶 う 「支配契約 」(Beherrschungsvertrag)が 締 結 されて いる場合 で あ り,ま
た経済 的統合 が認め られ るは器 官会社 が,結 果 において,器 官の担 い手 た る企業 の営業部 門 ま
伽
た は支 店 と同 じように経営 されて いる場合 であ る。
器 官会社 関係が認 め られ るための こうした条件 が満た され た ときは,法 人税 法第14条 第1文 に
よ り,器 官会 社 の所得 は器官 の担 い手 た る企業 に 「帰 算」(zuzurechnen)さ れな けれ ばな らな
い。 これ をお こなうた めには まず,器 官の担 い手 た る企業 と器 官会社 とが,そ れぞれ,そ の所
得 を別 個 に算定 し,そ してその後 に,こ の別個 に算定 された双 方 の会社 の所得 が器官 の担 い手
た る企業 の と ころで 「合算」(zusammenzurechnen)され,こ の合 算 された数値 を基 に して課
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する傘業集団全体の利益 と損失 を相殺することができ,か つ,そ の結果 として,一 方の器官構
成企業の損失は他方の器官構成企業の利益にたいする税負担 を軽減 させることを可能にすると
いうことを意味してお り,ま たこれによって 「計 り知れない利益」(unschatzbarerVortei1)が
もたらされるということを意味 しているのである。 そしてこのようにして,器 官会社関係 を認
めるということは,「 その効果 という点で,事 実上,コ ンツェル ンの統一的課税(einheitliche
㈲
Besteuerung)に,少 な くとも,接 近することになる」のである。
さて,今 回の法人税法の改正案では,こ れまでの第14条 第2項 が廃止 され,器 官会社関係の
存在に関 しては,器 官会社 と器官の担い手たる企業への 「財務的統合」(finanzielleEingliede-
rung)(法 人税法草案第14条 第1号)と 「利益移転契約」(GewinnabfUhrungsvertrag)の 締結
で十分であるとされる(法人税法草案第14条 第3号)。 その際,直 接的および間接的な資本参加
を合算 して,議 決権の多数が生 じる場合には,財 務的統合の前提が満たされた ものとされる。
⑫⑤
ただし,営 業税務上 は,利 益移転契約の締結は必要 とされていない。
3.個 人企業および人的会社にたいする法人税選択権の授与
今回の税制改革の特徴の一つが,営 業,独 立的活動 または農林業か らの所得収入 を得ている
個人企業者 または人的会社 にたいして,「 法人税の課税 を受 けることができる選択権」(Option
zurK6rperschaftssteuer)が 授与 され ることをあげることができる(法 人税法草案第4a条)。
これによれば,個 人企業者 または人的会社は,そ の組織構造を変更することな しに,例 えば,
会社 と社員 との間の給付関係の税務上の承認 といった点において,資 本会社 と同様に課税 され
伽)
ることを選択することができるようになるのである。
こうした選択権(オ プション)の 授与 は,個 人企業または人的会社の資本会社へのいわば「擬
制的変更」(fiktiveUmwandlung)を 想定するものである。そしてこうして組織変更された もの
とみなされる 「擬制的資本会社」(fiktiveKapitalgesellschaft)に たいして,法 人税が課せら
⑳
れるということになるのである。 したがって,こ うした選択 をお こなった後は,個 人企業は,
あらゆる点において,資 本会社 と同様に課税 され ることになる。そこで例えば,経 営 と所有者
との間の債務法上の給付関係(と くに,雇 用契約,使 用賃貸借契約,用 益賃貸借契約および消
費貸借契約)は,資 本会社 とその社員 との関係にみられる場合 と同様 に,税 務上,承 認 される
ことになる。 こうした関係によっておこなわれる支出は,原 則的に,「事業経費」(Betriebsaus・
gaben)と して 「利益減少的に」(gewinnmindernd)控 除することができるようにな るのである。
これによって,(擬 制的な)資本会社の営業収益が減少することになる。なお,オ プション後の
引出しは,原 則的には,資 本会社からの利益分配 と同様 に取扱われることになる。 また,オ ブ
㈱Ebd.,S.32.な お こ の 点 の 詳 細 に つ い て は,拙 著 『コ ン ツ ェル ン会 計 制 度 論 』(1992年,森 山 書






ション後 に,社 員が会社の財産に払込んだ出資金 は 「隠れた出資」(verdeckteEinlagen)と み
なされ,法 人税法草案第27条 にいう 「出資勘定」(Einlagekonto)に おいて記帳 されることにな
る。資本会社 と同様の課税を選択する個人企業は,し か しなが ら,民 法上 は依然 として個人企




ら25%へ と大幅に引下げられることが,資 本会社 と同様に課税されることを選択する有力な理
由 になる と考 え られて いる。 さらに,資 本会社 による 「会社 の資本参加」(Gesellschafts・
beteiligungen)の 売却が免税 となると同時に,税 負担を軽減された内部留保利益 を新たなる投
臼o)
資に振向けることによって,企 業 と経済が成長 ・発展することが期待されているのである。 こ
こに今回の税制改革の最大のね らいと特徴をみることができるのである。
V財 源確保のための措置
さて,こ の よ うなね らい と特徴 を もち,ま た歴 史的 ともいわれ る税制 改革 によ る減税 の財 源
は,ど の ように して賄わ れ るの であ ろうか。 以下,そ うした財 源確保 のた めに予定 され て いる
措置 につい てみ ることにす る。
1.所 得税法 第32c条 の廃止
1993年9月13日 付 の 「立地確保 法」(Standortsicherungsgesetz)に したが って,所 得税 法 に第
32c条 が追 加 された。 この規定 の 目的 は,ド イツ経済 の国際 的 な競争 力の維持 と経済立地 とし
⑬D
ての ドイツの魅力を確保するところにあった。これは,営 業 による所得収入 を税務上優遇する
ことを規定 したものであり,所 得税 の最高税率よ り低い税率の適用(最 高税率が53%の とき,
これを47%へ 引下げること)と 一定の高 さの免税額の控除を認めたものであった。 しかし,所
伽}
得税率 を分割 す るこ とにた い して は,立 法手続 の当初 か ら,憲 法上 の疑義 が指摘 されてい た。
その後,所 得税法第32c条 の 「合憲性 」(Verfassungsmassigkeit)と い う問題 に関 して,連 邦
財政裁 判所 にお いて1999年2月24日 付 で 「呈示決 定」(Vorlagebeschluss)カ §な された こ ともあ
って,今 回の税制改 革 に際 して,所 得税 法第32c条 の規定 は削除 され る ことになった。 この規
⑬
定 の廃 止 に よる税 の増 収 は52億 マ ル ク と見積 られて いる。
(29)Ebd.,S.70-71.
(30'Ebd.,S.72-73.なお,今 回 の 租 税 改 革 に は,い わ ゆ る 国 際 課 税 の 領 域 に関 わ る 問 題 も含 ま れ て




(33》DieUnternehmenssteuerreform,a.a.0.,S.89.なお 呈 示 決 定 とは,「 裁 判 所 が 具 体 的 事 件
に つ い て 適 用 し よ う とす る法 律 を 違 憲 だ と考 え た 場 合 に お い て,連 邦 憲 法 裁 判 所 の 判 断 を求 め る
た め 手 続 を 中 止 し て 意 見 を連 邦 憲 法 裁 判 所 に呈 示 す る 旨 の 決 定 」を意 味 す る 。 山 田 晟,『 ドイ ツ
法 律 用 語 辞 典 』(補 正 版)(1984年,大 学 書 林)442頁 。
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2.減 価償 却率の 引下 げお よび償却期 間の延 長
所得税 法第7条 第2項 は,固 定資産 た る「可動 的経済財」(beweglicheWirtschaftsgUter)に
つ いて,逓 減的減価 償却 の可能性 を規 定 してい る。 その際 に適用 され る償 却率 は,30%を 超 え
な い範 囲で,直 線的減価償 却 をお こな う際 に適用 され る率 の最高 で3倍 とす るこ とが許 され てい
た。 これが,今 回の改正 案で は,直 線 的減 価償却 の2倍 に引下 げ られ,ま た,「 絶対 的 な減価償
却率」(absoluterAbschreibungssatz)を30%から20%へ と引下 げる ことが予定 され てい る。こ
の新規定 は,2000年12月31日 よ り後 に取得 また は製造 され る経済 財 にたい して,初 め て,適 用
⑬の
され るべ き もの とされ てい る。
もう一 つ の財 源 確 保 の た め の 措 置 は,「 減 価 償 却 期 間 の 延 長」(VerlangerungderAb-
schreibungsfristen)で ある。これ を実施 す るため に,「現実 に よ り接近 した耐用 年数」(realitats・
nahereNutzungsdauern)に適 合修正 され た 「減価償却 表」(Abschreibungstabelle)が2000年 夏
までに連 邦大蔵省 によって作成 され,2001年 か ら適 用 され る ことが予定 され てい る。 これ らの
価)
措置 に よる税 の増 収 は130億 マル ク と見 積 もられて いる。
しか し,こ うした措置 に よって,と くに巨額 の設備 投資 をお こな う企業 に とって は,税 負担




建物が「事業財産」(Betriebsverm6gen)に 属 してお り,か つ,住 居用に用いられていない限
りにおいて,こ うした建物の減価償却について適用される償却率はこれまでは年率で4%で あ
った(所得税法第7条 第4項 第1号)。 これが,今 回の改正案では,3%に 引下げ られ ることが
予定 されている。 これによる税の増収 として,5億 マルクが見込 まれている。 また,減 価償却
⑳
率 を1%引 下げることは,企 業の投資政策の変更につながるものではないとされている。
4.特 別償却 と免税積立金の廃止
経営財産が400,000マ ルク以下の中小の経営は,所 得税法第79条 の規定にしたがって,こ れ
までは,固 定資産たる新 しい可動的経済財について,直 線的または逓減的減価償却のほかに,
取得原価 または製造原価の20%ま で特別償却を要求することがで きた(第1項)。 それ以上に出
て,こ れらの経営は固定資産たる新 しい可動的経済財の将来 における取得 または製造に関 して,
「利益減少的積立金」(denGewinnminderndeRUcklage)を設定す ることがで きた。 ただ
し,こ の積立金は予想され る取得原価 または製造原価の50%を 超 えてはならないとされている
(第3項)。







おいて削除されるべきものとされていた。 しかし,こ うした免税の積立金の設定は,取 得原価
伽)
または製造原価の40%を 超 えない範囲で,存 続することになった。
上でみたごとく,今 回の ドイツにおける'税制改革の特徴 は,一 方において大幅な減税 をお こ
なうと同時に,他 方において税の増収 をはかるとい う,矛 盾 した税現象を顕著 に示 していると
ころにあるといえる。このような状況において,会 計実務上にどの様 な傾向がみ られるかをつ
ぎに考察 し,そ こか らドイツにおける会計実務の基本的な性質を明らかにしてみたい。
VI会 計実務の基本的性質と租税現象の特徴
さて,以 下では,会 計研究 においてもっとも困難 な課題である,会 計実務の基本的性質 とそ
れ との関連で生起する租税現象の特徴 を税制改革の進展のなかで考察することにする。 という
の も,'こ うした課題 は,制 度が安定 している状況のなかで解明することはきわめて困難である
㈹
(会計実務 はブラック ・ボックス ともいえる)と 考 えられる一方,制 度が改革 されるとき,制
度が変化するときには,通 常 はみえない会計実務の基本的性質や租税現象の特徴が顕現化する
可能性があると考えられるからである。
1.「 会計政策」(Bilanzierungspolitik)お よび利益の実現時点に関 して





遅 らせることが考えられる。 また,資 本会社 また はその他の個人企業および人的会社(た だし
この企業および会社が法人税の課税を選択する場合)に たいする持分の売却が計画されている
とす るな らば,そ の売却 を2002年(事 業年度が暦年と一致 している場合)ま たは2003年(事 業
年度 と暦年 とが一致 していない場合)へ 延期することが選択 されるであろう。 とい うのは,こ










(4()会 計 実 務 の 分 析 の 困 難 さ と重 要 性 に つ い て は,拙 著 『ド イ ツ 会 計 制 度 改 革 論 』(2000年,森山 書





たは直線的減価償却の2倍)に 引下げられることが予定されている。 そしてそのための新 しい
規定 は2000年12月31日 より後に調達または製造される経済財にたいして適用されることになっ
ている。 また,建 物が居住目的に使用 されるのではな く,経 営財産に属する限 り,減 価償却率
が現在の4%か ら3%へ と引下げられる(た だ し,建 築申請が2000年12月31日 よ り後に提出され
る場合に限 る)こ とが予定されている。
こうした状況の もとで,償 却率30%で の減価償却が経済的に有意味である場合 には,固 定資
産たる可動的経済財の調達または製造を2000年 度に前倒 しして実施することが推奨される。ま
た建物の取得 または建築が計画 されているとするならば,購 入契約が2000年 以前 に締結 される
㈲
か,ま たは建築申請が遅 くとも2000年12月31日 より前に提出されることが考えられる。
また,現 行の所得税法第79条 の規定によれば,中 小企業は直線的減価償却 または逓減的減
価償却 とならんで,取 得原価 または製造原価の20%ま で特別償却を要求することがで き,か つ
それ以上 に出て,固 定資産たる新 しい可動性の経済財の将来における取得または製造に関連し
て生 じる原価の50%を 特別 に償却 して(こ れは「貯蓄性償却」(Ansparabschreibung)と いわれ
ている),積 立金 を設定することができる。こうした特別償却は2001年1月1日 より前に調達さ
れるかまたは製造 される経済財にたい して適用することができるのである。 したがって,当 該
経済財の調達 または製造が計画されているときには,そ の調達 もしくは製造の時点を2001年 よ
㈲
り前に設定すること(前 倒 しすること)が 推奨されることになるであろう。
3.所 得税率引下げの影響
2000年 租税改革 において,所 得税の負担の段階的軽減措置が とられている。すなわち,基 礎
控除額が13,500ド イツ ・マルク(2000年)か ら14,000ド イツ ・マルク(2001年)へ と引上 げら
れ,さ らに,14,500ド イツ ・マル ク(2003年)へ,そ してその後 は15,000ド イツ ・マルクへと
引上げられる。最低税率(Eingangssteuersatz)も 現在の22.9%か ら19.9%(2001年)へ 引下げら
れ,そ の後,17%(2003年)へ,そ して最終的には15%(2005年)へ と引下げられることが予
定されている。 また,最 高税率は現在の51%か ら48.5%(2001年)へ と引下げられ,そ の後47
㈲
%(2003年)へ,そ して最終的には42%(2005年)へ と引下げられることになっている。
このような状況のなかで,納 税義務のある収入の流入 または納税義務のある利益の実現 を,












存するものではない。 しかしここでは,今 回の税制改革 との関連で,と くに税負担の比較をつ
うじて,ど のような企業形態の選択が有利 となるかを考 えてみることにする。
以下の第3表 は,税 制改革以前の最後の税額査定年度 と改革後の最初の年度に限定 して,資
本会社 と(資 本会社 と同様 に課税 されることを選択 しない場合の)人 的会社の税務上の負担を:
㈲
比較 したものである。
こうした比較から,税 制改革において予定 されている法人税率の25%へ の引下げによって,
内部留保の場合でも,ま た,全 部分配の場合でも,資 本会社の税負担が軽減 されることが明 ら
かになる。さらに,人 的会社 もこの税制改革からの恩恵 を受けることになることが明らかにな




















































































控除によるものである。 しか し,税 負担の軽減 という点か らみると,資 本会社が内部留保する
⑱
場合が最も有利 となる(税 負担の軽減の割合が24.49%で 最大 となる)こ とが明らかになる。
ドイツにおける税制改革のなかでどのような企業形態が選択 されるか,ま たそこでの会計実
務 もしくは会計政策がどのような特徴を示すかは,現 時点では,不 明である。 しかし,上 でみ
た ごとく,全 体 としては,「利益の縮小」したがって 「税負担の軽減」の方向をとるであろうこ
とは想像できる。 ドイツにおける会計実務の特徴 とその性質がどのようなものであるかを解明
・す るためには,2000年 度および2001年 度の決算結果な らびにその後の数年にわたる傾 向を調
査 ・分析 し,税 負担の変化 ・動向を見極めることが不可欠であろう。 ここでは,そ のための予




1.資 本会社が内部留保する場合の有利性が とくに高 まった。
2.フ ィクションとしての資本会社,こ うした論理上の虚構を設定することによって,減 免
税が実施可能 となる(第3表 参照)。 ここでは,"税"の 成立プロセスの"フ ィクション性"
が明 らかになる。
3.し かも,一 方で減税,他 方で税収の増加 をはかるという矛盾した状況のなかで,そ うし
た税現象が成立していることが明らかになる。
(2000年9月 脱稿)
(4F)Ebd.,S.109.
